
年
金
・
医
療

計
画
・
税

財
政

雇
用
・
労
働

忘
れ
ず
に
納
め
ま
し
ょ
う

ご
存
じ
で
す
か
付
加
年
金
制
度

11
月
は
労
働
保
険
適
用
促

進
強
化
月
間

無
料
パ
ソ
コ
ン
基
礎
講
習
を

開
催
し
ま
す

必
ず
チ
ェ
ッ
ク

北
海
道
最
低
賃
金
が

改
定
さ
れ
ま
し
た

　

市
・
道
民
税
（
第
3
期
）
、
国
民
健
康

保
険
税
（
普
通
徴
収
第
6
期
）
、
介
護
保

険
料
（
普
通
徴
収
第
5
期
）
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
料
（
普
通
徴
収
第
5
期
）
の

納
期
限
は
11
月
30
日
㈮
で
す

　

納
付
に
は
口
座
振
替
や
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン

ス
ス
ト
ア
払
い
が
便
利
で
す
。

▼ 

問
い
合
わ
せ　

税
務
Ｇ
（
☎
85
1
1
5

5
）
、
国
民
健
康
保
険
Ｇ
（
☎
85
1
7

7
1
）
、
高
齢
・
介
護
Ｇ
（
☎
85
5
7

2
0
）
、
年
金
・
長
寿
医
療
Ｇ
（
☎
85

2
1
3
7
）

　

付
加
年
金
は
、
毎
月
の
定
額
保
険
料

（
平
成
24
年
度
は
、
１
万
4
千
980
円
）
に

月
額
400
円
の
付
加
保
険
料
を
加
え
て
納
め

る
こ
と
で
、
付
加
保
険
料
を
納
め
た
月
数

に
200
円
を
乗
じ
た
額
が
、
老
齢
基
礎
年
金

に
毎
年
上
乗
せ
さ
れ
て
支
給
さ
れ
る
制
度

で
す
。

　

労
働
保
険
と
は
、
労
災
保
険
と
雇
用
保

険
の
総
称
で
、
労
働
者
の
生
活
の
安
定
と

福
祉
の
増
進
な
ど
を
目
的
と
し
、
国
が
直

接
管
理
運
営
し
て
い
ま
す
。
労
働
者
を
一

人
で
も
雇
用
す
る
事
業
（
農
林
水
産
業
の

一
部
を
除
く
）
に
つ
い
て
は
、
法
人
・
個

人
を
問
わ
ず
加
入
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

労
働
者
が
安
心
し
て
働
け
る
職
場
に
な

る
よ
う
、
未
加
入
の
事
業
主
の
方
は
、
速

や
か
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

▼ 

対
象　

国
民
年
金
第
１
号
被
保
険
者

（
自
営
業
者
、
学
生
な
ど
）

※
国
民
年
金
基
金
加
入
者
は
除
き
ま
す
。

◎
付
加
年
金
額
の
例

　

付
加
保
険
料
を
40
年
間
納
め
た
場
合

•
納
め
た
付
加
保
険
料

　

400
円
×
480
月
（
40
年
）
＝
19
万
2
千
円

•
受
け
取
る
付
加
年
金
（
年
額
）

　

200
円
×
480
月
（
40
年
）
＝
9
万
6
千
円

※ 

2
年
間
年
金
を
受
給
す
る
と
納
め
た
付

加
保
険
料
の
元
が
取
れ
、
よ
り
長
く
年

金
を
受
給
す
る
ほ
ど
お
得
で
す
。

▼
問
い
合
わ
せ　

年
金
・
長
寿
医
療
Ｇ

 

（
☎
85
2
1
3
7
）

▼ 

日
時　

11
月
26
日
㈪
〜
12
月
7
日
㈮　

10
時
〜
16
時

▼
場
所　

職
業
訓
練
セ
ン
タ
ー

▼ 

対
象　

55
歳
以
上
で
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に

求
職
者
登
録
を
し
て
い
る
方

▼ 

内
容　

文
章
作
成
、
表
計
算
、
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
検
索
な
ど
、
パ
ソ
コ
ン
の
基

本
的
操
作

▼
定
員　

20
人

※ 

定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
申
込
書
に
基

づ
く
選
考
を
実
施
、
応
募
が
10
人
未
満

の
場
合
は
中
止
し
ま
す
。

▼ 

申
し
込
み　

受
講
申
込
書
に
必
要
事
項

を
記
入
し
、
11
月
12
日
㈪
17
時
ま
で
に

▼ 

問
い
合
わ
せ　

室
蘭
労
働
基
準
監
督
署

（
☎
㉒
6
1
3
1
）
、
室
蘭
公
共
職
業

安
定
所
（
☎
㉒
8
6
8
9
）

持
参
ま
た
は
郵
送
、
フ
ァ
ク
ス
で
登
別

職
業
訓
練
協
会
（
〒
059

－

0
0
2
7
青

葉
町
42

－

13
、
思
81
2
2
6
1
）

※ 

受
講
申
込
書
は
、
登
別
職
業
訓
練
協
会
、

ジ
ョ
ブ
ガ
イ
ド
の
ぼ
り
べ
つ
、
室
蘭
公

共
職
業
安
定
所
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
プ
ラ

ザ
中
島
で
配
布
し
て
い
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ　

登
別
職
業
訓
練
協
会

 

（
☎
85
1
4
5
0
）

　

最
低
賃
金
制
度
は
事
業
を
営
む
使
用
者

と
事
業
場
で
働
く
全
て
の
労
働
者
（
臨
時
、

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
、
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
を

含
む
）
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

▼
最
低
賃
金
額　

時
間
額
719
円

▼
効
力
発
生
年
月
日　

10
月
18
日
㈭

▼ 

問
い
合
わ
せ　

北
海
道
労
働
局
賃
金
課

 

（
☎
011

－

709

－

2
3
1
1
）

小規模企業共済と
経営セーフティ共済のご案内
11月は全国加入促進強調月間

　両共済制度は、国が全額出資している
独立行政法人中小企業基盤整備機構が運
営しています。

小規模企業共済
経営者のための退職金制度

　個人事業主やその共同経営者、会社な
どの役員の方が事業をやめたり退職した
ときに、生活の安定や事業の再建を図る
ための資金をあらかじめ準備しておく制
度です。
※ 掛金は全額所得控除で、受け取る共済
金は退職所得扱いまたは公的年金等の
雑所得扱いとなります。

経営セーフティ共済
中小企業倒産防止共済制度

　取引先の事業者が倒産し、売掛金債権
などが回収困難になったときに、無担保・
無保証人・無利子で貸し付けが受けられ
る制度です。
　積み立て掛金の10倍の範囲内（上限
8,000万円）で被害額相当の借り入れが
可能です。
※ 掛け金は税法上損金または必要経費に
算入できます。

問い合わせ
中小企業基盤整備機構共済相談室
（☎050－5541－7171）

広報のぼりべつ2012年11月号21
くらしのガイド　　　
市や国、道からのお知らせ


